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様式第 2号（第 5条関係）別紙 

 

提出されたご意見とそれに対する本市の考え方 

 

 項目 ご意見等の内容 本市の考え方 対応内訳 

基本方針１ 

消費者の安

全確保につ

いて 

①消費者団体と定期的に意見

交換会を開催するなど協働の

推進を要望します。 

（素案ｐ12） 

素案ｐ12《1-3》4及び素案ｐ50

施策毎の取組評価表通し番号８

に「また、消費者団体と定期的な

意見交換会を開催し、協働を推進

します。」を追加します。 

対応１ 

補足修正 

②高齢者の消費者トラブルに

おいて、民生委員、地域包括

支援センター、ヘルパー、ケ

アマネージャーの協力が重要

と思われるため、そのような

方を対象とした情報発信や講

座をお願いしたい。 

（素案ｐ12、18） 

高齢者の消費者被害防止のため、

民生委員、地域包括支援センター

などと連携を図り、情報提供等を

行うこととしています。 
対応２ 

既記載 

③災害発生による被害軽減の

ためにハザード情報や危険性

（災害発生リスク等）につい

ての情報提供や啓発の必要性

を追記すべきと考えます。 

（素案ｐ14） 

ハザード情報や危険性（災害発生

リスク等）については、地域防災

計画等に基づき、市ホームページ

で確認ができる「ハザードマッ

プ」のほか、全戸配布した紙版、

市 LINE 基本メニュー、市政だよ

りの特集記事、ラジオ番組等を用

いて情報提供や啓発を行ってい

ます。 

対応５ 

その他 

④シックハウス症候群だけで

なく、より深刻な化学物質過

敏症や香害等についても留意

することを追記できないでし

ょうか。 

（素案ｐ15） 

 

素案ｐ15《4-2》1及び素案ｐ51

施策毎の取組評価表通し番号 30

に「また、化学物質過敏症等につ

いて市民への理解が得られるよ

う啓発を行います。」を追加しま

す。 

対応 1 

補足修正 

補足② 



- 2 - 

 

⑤介護住宅改修に加え、介護

状態への未然防止の観点から

も住宅（住宅政策課）につい

ても追記すべきと思います。 

（素案ｐ15） 

素案ｐ15《4-2》4及び素案ｐ51

施策毎の取組評価表通し番号 32

に「高齢者が住む住宅のバリアフ

リー化を促進することで未然に

家庭内事故を防止し、居住の安定

に寄与するため、高齢者の住宅の

バリアフリー改修工事を行う際

の、工事費用の一部を助成してい

ます。」（担当課：住宅政策課）を

追加します。 

対応１ 

補足修正 

⑥住宅購入や、賃貸住宅物件

選定において災害ハザード情

報提供や住宅取得（特にマン

ション）時の留意事項につい

ての広報啓発が必要と考えま

す。（素案ｐ15） 

ハザード情報や危険性（災害発生

リスク等）については、地域防災

計画等に基づき、熊本市HPで確

認ができるハザードマップ、全戸

配布した紙版のハザードマップ、

熊本市 LINE の基本メニューへの

「ハザードマップ」の追加、市政

だよりの特集記事、ラジオ番組等

を用いて情報提供や啓発を行っ

ています。 

対応５ 

その他 

 

基本方針２ 

消費者の自

立支援につ

いて 

①「６-１ 啓発活動の推進」

３、４の啓発活動、情報提供

については、担当課に教育委

員会の担当部署を追加してい

ただきたい。 

（素案ｐ18） 

素案ｐ18《6-1》3及び素案ｐ

52施策毎の取組評価表通し番号

53の「家庭科教諭や教育委員

会」を「家庭科教諭の参加する

研究会や教育センター」に補足

修正します。 

対応 1 

補足修正 

②成年年齢引下げにより、若

者への消費者教育の重要性が

高まっている。学校、行政、

消費者団体など間に立って調

整する「消費者教育コーディ

ネーター」設置を要望する。 

（素案ｐ19） 

素案ｐ19《6-2》①7、ｐ20《6-

2》②13及び素案ｐ52施策毎の

取組評価表通し番号 56、素案ｐ

53 施策毎の取組評価表通し番号

69 に「小・中学校等での効果的

な消費者教育を推進するため、消

費者教育を担う多様な関係者や

対応 1 

補足修正 



- 3 - 

 

③ライフステージに応じた体

系的な消費者教育を推進する

ために「消費者教育コーディ

ネーター」の役割りは重要で

あるため、配置の検討をお願

いしたい。 

（素案ｐ19） 

場をつなぎ、調整する消費者教育

コーディネーターの設置に取り

組みます。」（担当課：消費者セン

ター）を追加します。 

④成年年齢の引き下げで若者

の消費者トラブルが増えるこ

とを大変心配している。高校

入学時と卒業時などにしっか

り消費者教育を実施してほし

い。 

（素案ｐ19） 

学校、大学、専門学校等の学生及

び保護者を対象とした出前講座

について開催時期を学校と十分

に調整をしながら実施してまい

ります。 

対応 4 

事業参考 

⑤消費者教育について教育現

場や家庭にも伝わるように充

実させてほしい。 

（素案ｐ19） 

学生及び保護者を対象に出前講

座を開催し、学習機会の充実を図

ることとしています。また、家庭、

地域、職域においてもセミナーや

出前講座を開催することで消費

者教育の推進を図ることとして

います。 

対応 2 

既記載 

⑥決済手段はキャッシュレス

化の進展などにより多様化し

ている。金融経済教育も重要

なテーマの一つなので講座や

教材作成をお願いしたい。 

（素案ｐ19） 

ニーズに応じた消費者セミナー

を開催することとしており、金融

経済教育についてもテーマの一

つとして検討してまいります。 
対応 4 

事業参考 

⑦熊本市で行っている高校生

への消費者教育について評価

します。県立高校は県が取り

組んでいるので、今後、市内

の私立高校へ拡大することを

望みます。（素案ｐ19） 

 

学校、大学、専門学校等において

学生及び保護者を対象に出前講

座を開催し、学習機会の充実を図

ることとしており、市内私立高校

に対しましても出前講座の利用

促進について努めてまいります。 

対応 4 

事業参考 
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⑧コロナ禍の中、学校などに

出向いて出前講座を実施する

ことは難しいと思います。し

かし、消費者教育は大切と思

いますので、オンラインやイ

ンターネットによる情報提供

などで効果的に実施してほし

い。（素案ｐ19） 

感染予防対策にも配慮しつつ、若

者への効果的な消費者啓発につ

ながるよう、オンラインやインタ

ーネットによる情報提供を取り

入れてまいります。 

対応 4 

事業参考 

⑨学校等における消費者教育

の推進取組に「学校等におけ

る住宅に関する教育」を追加

すべきと考えます。人生で一

番大きな消費活動である住宅

の取得や賃貸契約等につい

て、学校教育の中で実施され

ないことでトラブルが多く発

生していると思います。関係

課や専門家団体等の協働によ

る講演やワークショップ開催

等、様々な方法で若年世代か

らの住宅の消費行動に関する

留意事項等の周知啓発をお願

いしたい。 

（素案ｐ19） 

学習指導要領の改訂により、高校

において、ライフステージに応じ

た住生活や適切な住居の計画に

おいて、住宅ローンに関する費用

と関連付ける指導の工夫を行っ

ています。若年者の消費者教育に

あたっては、学校等と連携し、実

施してまいります。 対応 4 

事業参考 

⑩消費生活について学び、自

立した消費者になれるよう、

消費者セミナーのような学習

の機会を設けていただきた

い。（素案ｐ19） 

ライフステージに応じた体系的

な消費者教育の推進として、消費

生活におけるその時々のニーズ

に応じた消費者セミナーを開催

することとしています。 

対応 2 

既記載 

⑪消費生活地域見守りサポー

ターの更なる育成と具体的な

活動の推進、協力連携の強化

を要望します。 

（素案ｐ20） 

消費生活地域見守りサポーター

養成講座を開催し、消費生活地域

見守りサポーターの養成に努め

ることとしています。サポーター

育成と併せて、具体的な活動の推

進、協力連携の強化についても取

り組んでまいります。 

対応 4 

事業参考 
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基本方針３ 

消費者の年

齢その他の

特性に対す

る配慮につ

いて 

①認知症高齢者や障がい者等

の配慮を要する消費者を見守

る「消費者安全確保地域協議

会」の設置について方針が明示

されることを要望します。 

（素案ｐ22） 

素案ｐ22《7-1》7、ｐ23《7-

2》５及び素案ｐ53施策毎の取組

評価表通し番号86、素案ｐ54施

策毎の取組評価表通し番号90に

「高齢者、障がい者、認知症等に

より判断力が不十分となった方

の消費者被害を防ぐため、関係機

関が連携して見守り活動を行う

消費者安全確保地域協議会の設

置を検討します。」（担当課：消費

者センター）を追加します。 

対応 1 

補足修正 
②高齢者、障がい者等の配慮を

要する消費者を見守るには「消

費者安全確保地域協議会」の設

置が必要と考えます。 

（素案ｐ22） 

③高齢者・障がい者を地域で見

守る仕組みとして「消費者安全

確保地域協議会」設置が必要で

す。その設置のため「地域見守

りネットワーク協議会」を立ち

上げ、学習や情報交換の場を設

けてはどうか。（素案ｐ22） 

「消費者安全確保地域協議会」設

置の検討にあたっては関係機関

と十分に連携しながら進めてま

いります。 
対応 4 

事業参考 

④障がい者の消費者被害の未

然防止及び救済において合理

的配慮についての行政や事業

者等への啓発・意識向上を図る

ことが必要と考えます。 

（素案ｐ23） 

障がい者の権利擁護に関する啓

発に努めるとともに、障がい者等

からの相談に応じ、必要な情報提

供及び助言等支援を行い、権利擁

護のための必要な援助を行うこ

ととしており、様々な障がいの特

性やその配慮の方法について理

解を深めるために、地域の住民や

学校、企業、行政等に対して、障

がい者サポーター研修を実施し、

啓発・意識の向上を図っていま

す。 

対応 2 

既記載 

⑤訪日外国人・在留外国人の消

費者トラブルへの対応におい

て外国人の住まい確保では住

替え相談や賃貸住宅等契約窓

口での意思疎通や入居後のト

ラブル防止のため、多言語対応

外国人の住まい確保については、

多言語対応のチラシやパンフレ

ットを作成し、外国人が安心して

住まいの確保ができるよう取組

を進めています。また、賃貸住宅

等契約窓口においても、意思疎通

対応 5 

その他 
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のチラシやパンフレット、翻訳

ソフト等導入の検討が必要と

考えます。 

（素案ｐ23） 

やトラブル防止のため、「熊本市

居住支援協議会」等において翻訳

ソフト試験導入を行っています。 

基本方針４ 

高度情報通

信社会（デ

ジタル社

会）への対

応について 

①高齢者において情報通信機

器の利活用が広まる中、情報漏

洩やセキュリティの認識が無

いままトラブルに巻き込まれ

る事例が見受けられる。トラブ

ル未然防止のためネットとの

付き合い方やトラブルの回避

術等の講座を開催してほしい。 

（素案ｐ24） 

情報通信機器に関するトラブル

の未然防止を図るための出前講

座を行うこととしており、消費者

トラブル未然防止のためニーズ

に応じた講座を実施してまいり

ます。 

 
対応 4 

事業参考 

②インターネット関連の消費

者トラブルが増加しているの

で対応をお願いしたい。 

（素案ｐ24） 

基本方針５ 

持続可能な

社会に向け

た取組の推

進について 

①エシカル消費の理解促進だ

けでなく、SDGs自体の理解向

上や推進について必要ではな

いか。 

（素案ｐ18、26） 

本市は、2019年に「ＳＤＧｓ未

来都市」に選定され、「ＳＤＧｓ未

来都市計画」に基づき、出前講座

やセミナーを開催するなど普及

啓発に積極的に取り組んでいま

す。今後も「ＳＤＧｓ未来都市計

画」をはじめ関連する計画を推進

する中で、エシカル消費も含めＳ

ＤＧｓの認知度や理解向上に取

り組んでまいります。 

対応 5 

その他 

②食品ロス削減の推進に関連

し、フードドライブ活動の視点

も必要ではないか。 

（素案ｐ26） 

素案ｐ26《10-1》2及び素案ｐ

55 施策毎の取組評価表通し番号

111に「フードドライブが食品ロ

ス削減の取組の一つとして広く

普及する仕組みづくりを検討し

ます。」（担当課：ごみ減量推進課）

を追加します。 

対応 1 

補足修正 
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③食品ロスの削減に向けた取

組の推進において賞味期限間

近の食品販売会や困窮者支援

のための無償配布等の推進を

図ることが必要と考えます。 

（素案ｐ26） 

ご意見については今後の参考と

させていただきます。 

対応 4 

事業参考 

その他 ①計画の推進体制において国、

県などの関係機関の中に「専門

家団体」、「事業者団体」を記載

すべきと考えます。消費トラブ

ルの未然防止のためには消費

活動に直接関わる事業者や専

門家の団体の協力が必要と考

えます。 

（素案ｐ29） 

本計画の推進体制として「熊本市

消費者行政推進委員会」を設置し

ており、同委員会は「市民公募」、

「学識経験者」、「消費者団体」、

「事業者団体」の委員で構成して

おります。ついては、素案ｐ29に

記載の【計画の推進体制】イメー

ジ図に委員会の構成を追加しま

す。 

対応 3 

説明・理解 

②特に意見なし 

（素案全体） 

賛同のご意見として承り、計画の

策定、推進に取り組みます。 

対応 2 

既記載 

 


